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3: 経営層のコミットメント

実効的な変革は企業経営層から始まりま
す。グローバル・コンパクトに参加する
には、CEOが役員会の支持を得て公にコ
ミットすることが必要です。経営者は
持続可能性

ての責任 強い
シグナルを送らなくてはなりません。

: : 





原則の力

国連グローバル・コンパクトの 10 原則

人権 労働 環境 腐敗防止
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ビジネス界の
人権に対する行動は
急速に普及
(2009 年 -2013 年 )

人権に対する具体的
な企業原則の実践例
の増加 

苦情申し立ての手段
の増加 

オペレーションのガイ
ダンス文書の増加

資料

主要なビジネス
及び人権に対するガイ
ダンス資料

ビジネス及び人権に関
する学習ツール

人権管理の枠組み

人権とビジネス・ジレン
マに関するフォーラム

人権ポリシーの啓発
方法

人権への影響評価ガ
イド及び管理方法

人権に関する報告ガイ
ダンス 

先住民の権利に関する
国連宣言のビジネス・
レファレンス・ガイド

人権と労働に関する
ウェビナー・シリーズ 
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人権
原則 1-2
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人権に関する
チェックリスト

人権に関する原則をビジネ
スに導入する際多くの現実
的ジレンマが発生します。
人権とビジネス・ジレンマに
関するフォーラムでは、移
民労働者、セキュリティー･
フォース、性差別、コミュニ
ティーの移転、製品の誤使用、
プライバシー等、約25の人
権及びビジネスに関するテー
マに企業が取り組むことを
支援します。 

多岐に亘るステークホルダ
ーが参加するオンライン・フ
ォーラムが企画され、人権
に関するテーマでの討論の
活性化、包括的理解の促進、
現実世界のジレンマへの実
践的なアプローチを見出し
ます。フォーラムでは、企業
関連の人権についてのジレ
ンマに関し、広範な分野を
探求できます。また、企業向
けのリスクの説明、ジレンマ
への対処方法の提示などを
行います。

写真：Chris De Bode/Panos Pictures



ジェンダー平等は基本的かつ
神聖な人権であり、経済成長、
社会の発展を促し、ビジネス
のパフォーマンスを高めるた
めにも不可欠です。
「女性のエンパワーメント原則
～平等はビジネス向上のカギ
～」の取組にはあらゆるセク
ターと地域から800社を超え
る企業が参加し、職場、市場、
コミュニティーでジェンダー平
等と女性のエンパワーメント
を推進しています。
国連ウィメン、女性のエンパワー
メント原則では、女性のエン
パワーメントを促す7つの方
法を概説しています。さらに
女性の完全な社会参加が、強
い経済を構築し、より安定し

人権は全ての子どもに存在し
ます。この権利の擁護は、安
定性と生産性に優れたビジネ
ス環境を構築する上で必要
な、健全で教育の行き届いた
コミュニティーを作り上げる
のに役立ちます。
子どもの権利とビジネス原則
（以下、CRBP）ではコアビジ
ネス、戦略的社会投資、原則
の提唱、政策、パートナーシッ
プを通して子どもの権利を尊
重し、サポートするために全
ての企業が取るべき行動を
特定しています。
これらの行動は企業がリスク
管理を行い、信頼を築き、日
常業務での社会的ライセン
スを高める上で役立ちます。
CRBPはセーブ・ザ・チルドレ
ンやユニセフとの連携で成立
したものですが、ビジネス社
会に対して子どもの幸福に関
する影響を評価し、責任を持
つよう要望しています。

た公平な社会を作り、男性・家
族・コミュニティーの生活の質
を向上させ、ビジネスが目的
を推進することにいかに重要
か強調しています。

写真：UNICEF/NYHQ2009-1240/Pirozzi

写真：Mark Henley/Panos Pictures



より高い
基準に向けた
事業活動
(2009 年 -2013 年 )

年齢確認の手法の向上

資料

実績管理や
評価手法の向上

職業訓練や
カウンセリングの充実

国連グローバル・コン
パクトの労働原則に
関するガイドライン

児童労働の排除―使
用者へのガイド

児童労働をモニタリン
グするためのリソース・
キット

人身売買に関する
ラーニングツール

人身売買とビジネス

強制労働の排除

職場での心身障害

身分証明書の確保へ
の対処

サプライチェーンに
おける職業の安定と
健康管理
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† 2009 年の労働実績に関するデータは欠落しており、 
     「8%の増加」は2010年～2013年のデータに基づいています。



労働　 　　　　　
原則 3-6
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児童労働に関するプラット
フォームは多様なセクター
やステークホルダーが参加
する討論会で、特にサプライ
チェーンにおける児童労働
の排除に関する経験や教訓
を共有するものです。プラッ
トフォームでは企業が直面す
る困難や主要なジレンマに
対処するための訓練や能力
開発を行います。さらに児童
労働に対する世界と地域の

取組をつなぎ、問題のある地
域で改善を図る実践的な行
動を支援します。
国際労働組合連合(ITUC)
及び国際使用者連盟(IOE)
の共催とILO及びグローバ
ル・コンパクトのコーディネー
トにより開催される児童労
働に関するプラットフォーム
へ企業と関連団体の皆様の
参加をお勧めします。

組織する権利

集団交渉権

強制労働の排除

児童労働の禁止

差別の撤廃

機会均等

リスク評価

安全な職場環境

年齢確認の手法

社員教育と意識向上

サプライチェーンの整理

実績モニターと評価

影響評価

ポリシーと実務の公表

多様なステークスホルダー
との対話

写真：Photo: Nyani Quarmyne/Panos Pictures



写真：Kieran Dodds/Panos Pictures



環境に関して
事実を語り始めた企業
(2009 年 -2013 年 )

ポリシーと実務の
公表件数の増加

資料

排出量と戦略的気候データ
報告数の増加 

消費量と
責任を伴った使用量目標設定
数の増加

環境に関するスチュ
ワードシップ戦略

アクション拠点、気候、
エネルギー、水

ビジネスと気候変動
への適合

気候と水に関する企
業の責任ある関与方
針策定のためのガイド

水と衛生に対する人
権の尊重

企業の水会計

水に関する集団行動
のガイド

世界の食の安全の向
上と持続可能な農業

生物多様性と生態系
に関する企業行動の
枠組み
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環境　 　　　　　
原則 7-9
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管理システム

技術評価

ライフサイクル評価／
原価計算

ウォーターフットプリント

リスクと影響評価

成果目標／指標

清潔で安全な生産

消費と責任ある使用に
対する目標

3R （削減、再利用、再生）

社員教育と意識向上

サプライチェーンの整理

実績の管理と評価

排出量の報告

ポリシーと実務の公開

多様なステークホルダー
との対話

ビジネス界では気候変動を単
独の環境問題とは⾒ておら
ず、世界規模の横断的な課題
であり、採算性を維持するに
は、これに適応する必要があ
ると考えています。

は
世界最⼤の

ビジネスで あ ニシアチ
ブで 政策⽴案のための現実
的な解決策を実践する枠組み
提供を⾏うものです。

グローバル・コンパクト 国
連環境計画(UNEP)、国連気
候変動枠組条約(UNFCCC) 
事務局の

。この
イニシアチブを⽀持する多く
の は、⽬標設定、戦略
の⽴案と発展、実践と排出量
の公表に合意しています。

化⽯燃料が地球に埋蔵されて
いる量を反映した炭素価格を
設定することは、温室効果ガ
スの排出を抑え、気候変動
カーブを先取りする主要な⼿
段です。
私達の提唱する

に関するビジネス
リーダーシップ基準 では、
企業が炭素価格 を⻑期的
な企業戦略、投資決定に盛り
込み、 提唱し、その
進捗を報告することを推奨し
ています。

また 企業 、世界及び地域
のポリシー討論において気候

合意を提
唱することにコミットしてい
ます。



写真：Georg Gerster/Panos Pictures

写真 : Tim Dirven/Panos Pictures

 



腐敗防止に向けた
ビジネス界の
風潮の高まり
(2009 年 -2013 年 )

腐敗に関連したポリシー
の増加 

資料

ゼロ・トレランス・
ポリシーの増加

腐敗防止管理システムの
増加

腐敗防止ビジネス　　
行動のための枠組み

腐敗との戦い eラーニン
グツール

腐敗防止ツール目録

腐敗防止に関するリス
ク評価ガイダンス 

腐敗防止に関する第10
原則の報告ガイダンス

国際取引における強
要・勧誘行為への抵抗

サプライチェーンにお
ける腐敗防止のため
の実用的なガイド

スポーツへの協賛及
びスポーツ関連の慈
善事業における腐敗
との戦い

腐敗防止のための集
団行動拠点
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腐敗防止　 　　　　　
原則 10
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報告内容の公表

リスク評価

全体的な企業規則

ゼロ・トレランス・ポリシー

管理システム

専門部門

リスク評価

影響評価

公開されたポリシーの存在

腐敗通報のための匿名の
ホットライン

違反に対する制裁

社員教育と意識向上

サプライチェーンの整理

腐敗事例の記録

実績のモニターと評価

ポリシーと実務の好評

多様なステークホルダー
との対話

写真：Mark Henley/Panos Pictures



サプライチェーン

企業は世界のどこにあっても、
日々サプライチェーンにおけ
る腐敗リスクに直面しており、
風評・財務・法（一定の法規制
のもと）の影響に関連したコ
ストとリスクに対する認識を
急速に強めています。

腐敗に対抗するに当たって
の課題はますます増大して
います。なぜなら、大企業と
中小企業間で資金や能力に
大きな格差があるからです。
腐敗防止のための団結は企
業のサプライチェーンにおけ
るリスク削減を支援します。
また、ビジネスケースを概説
し、ポリシーや手続きの作成、
実践について実用的なガイ
ダンスを実施します。

一時停止
ここは腐敗ゼロ地域です

写真：上段　Philippe Lissac/Godong/Panos Pictures　　右下　Giacomo Pirozzi/Panos Pictures

行動への呼びかけ

グローバル・コンパクトは世界
中の企業に対し、 腐敗防止及
び世界成長のためのアジェン
ダである行動への呼びかけに
参加するよう促しています。こ
のアジェンダは、民間セクター
から政府に対する要請であり、
良好なガバナンス・システムを
設立するため、腐敗防止手段
の促進と、ポリシーの実践を
求めています。持続可能で包
括的な世界経済を維持する
ためには、腐敗防止と良好な
ガバナンスは基本的な柱であ
ることを強調しています。さらに、
発展のための努力が腐敗によ
り、さらに損なわれることのな
いよう、これらが世界成長の
ためのアジェンダに盛り込ま
れる必要があります。

全企業はこの行動への呼びか
けに署名することを推奨します。
また各社の営業地域でベスト・
プラクティスを引続き進める
ことを要請します。





より良い世界での
共存共栄
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コアビジネス

コアビジネス

非政府組織

ビジネス戦略の整理

製品、サービス、ビジネス
モデルの開発

慈善事業とコアコンピタンス
の連携

社会的投資

真似事ではなく、自社で調整
する慈善事業への努力

資金提供の影響を考慮

提唱

行動の必要性を公けに提唱

政策に関連したイベントへの
参加

パートナーシップ

パートナーシップ・プロジェクト
を実践

地域のパートナーシップ *

世界規模のパートナーシップ *

*パートナーシップを
実践した企業の内数

企業

政府



戦略的慈善事業　従来、企業の慈善事業への
努力は一律に企業責任としてのアプローチであ
るとしばしば誤解されてきました。しかし各事
業には明確な差違があり、それぞれ意味のある
ことです。ビジネスの利益を社会的理由に用い
ることは、教育、健康等の主要な課題において
力を発揮しました。また社員も企業の慈善事業
に価値を置き、寄付、ボランティア活動を行いま
す。しかし現在、企業の多くは今やより戦略的
なアプローチを取っており、慈善事業を他社の
真似ではなく、コアビジネスに確実に結び付け
ようとしているのです。そして、資金提供が地域
習慣、伝統、宗教等の分野へ与える意図しない
影響にも責任を持ち始めています。

成長と雇用

企業は持続可能性のある開発課題にポジティブな影響を与えうるとの見解

提唱　ビジネス上の「政治的手腕」は持続可能
性の課題の緊急性を世界規模、地域規模で提
起するには必要不可欠です。ビジネスリーダー
の提唱は同僚、消費者に影響します。さらに重
要なのは、社会的危機への対処を迫られている
政府にも働きかけ、 責任あるビジネス行動がど
のような貢献をできるか説明ができることです。
例えば炭素価格決定や透明な公共調達の分野
では、ビジネス界の総意が政策立案者を素早
く正解へ導くことができます。

パートナーシップ　企業では共通かつ全体に
及ぶ課題の解決に向けて協力、共同投資しな
ければならないとの理解が急速に普及していま
す。過去15年間の主要な変化の中で、ビジネス
界、投資家、各国政府、国連、市民社会、労働
者などのステークホルダーは急速に結束し、貧
困の削減、平和、災害復旧、環境保護、平等等
のあらゆる社会的目標に向かっています。ビジ
ネス界にとって、これは先手を打つアプローチ
を越え、パートナーシップや集団行動への努力
を受け入れ、リソースとリスクを共有し、早期に
解決策を見出すことです。

CEOがビジネスで
さらに取り組むべき
と考える分野

グローバル・コンパク
ト 参加企業の CEO
が世界規模の持続可
能性の課題で企業は
主導的役割を果たす
べきと考えている比率
は上述のとおりだが、

しか現状のビジネス
努力を充分と感じて
いない。

資料

開発へ向けたグロー
バル・コンパクト

国連ビジネス・パー
トナーシップ・ハンド
ブック

革新的パートナーシッ
プへの触媒

社会事業と影響力の
ある投資に向けた行
動の枠組み

紛争、リスクの高い地
域での責任あるビジネ
スに向けたガイダンス

平和を前進させる
責任あるビジネス　　
事例紹介

紛争の犠牲となった
水資源

エネルギー

健康

不平等

貧困の撲滅

食の安全

教育

気候変動

腐敗

水と衛生

都市化

平和と安全
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ビジネス・
パートナーシップ・
ハブ

重要な目標に影響を与えるに
は、急速に拡大し得るプロジェ
クトやソリューションの周囲に
利害関係者を集めることです。
国連グローバル・コンパクト ・
ビジネス・パートナーシップ・ハ
ブが目指しているのはまさにこ
の事で、デジタル技術や地図
ベースの分析論を用いてパート
ナーを机上に集めます。この相
互に作用するオンライン・プラッ
トフォームはビジネスを潜在的
パートナーと結びつけるよう設
計されており、社会的目標達成
を支援します。このハブを通し
て、企業や他の組織は、自らの
プロジェクトのパートナーを見

つけ、既存のプロジェクトに参
加することとなります。

現在、200以上のプロジェクト
と200の組織がハブに参加し
ており、セクター、課題、地理を
越えて支援を求め、また提供し
ています。ハブでは現在以下の
トピックを特集しています。

腐敗防止
地域やセクターにおいて優良
企業としての実績を拡大する
ため、集団行動を通して腐敗に
対抗します。

気候とエネルギー 
集団行動やパートナーシップを
加速し、気候変動の緩和や適
応、資金調達に取り組みます。

社会事業
社会事業におけるパートナー
シップを促進し、有望なソリュー
ションを拡大します。

水
戦略的利益に係る地域におい
て、水の管理を改善するため、
ステークホルダーを支援し、共
同者を見出します。

国連ビジネスパートナーシップ 
ビジネスリソースを国連組織の
要請とマッチングさせ、企業が国
連を支援するコミットを促します。

写真：UNICEF/BANA2013-00254/Haque



平和

法の支配

教育

紛争と不安定な社会は、人 と々
環境に影響を与えるのみならず、
ビジネスセクター全てに影響し
ます。10年を超える努力の結
果、平和のためのビジネスはグ
ローバル・コンパクトの原則を
困難な環境で実践し、平和を
推進するために共同した行動
を生み出すよう支援しています。

平和のためのビジネス・イニチ
アチブへの参加者は30か国、
100以上になります。それぞれ
が、職場、市場、地域コミュニ
ティーでグローバル・コンパク
トの原則に高い意識を払って、

平和や安定と同様、法の支
配は持続可能で包 的経済
成長のためには不可欠です。
法の支配が弱ければ、ビジネ
ス界が機能し、企業が責任
を果たすのは困難です。

国連事務総長の法の支配ユ
ニットと共同し、法の支配のた
めのビジネス・イニシアチブで
はビジネス界が法の支配を支
援する手段、グローバル・コン
パクトの原則を順守する手段
を提供しています。

教育はグローバル・コンパクト
への参加企業において、最も
喫緊の課題と位置づけられて
います。これは教育が経済成
長のため、個人に知識と技能
を提供するとの認識があるた
めです。私達の教育へのビジ
ネスの関与に係る枠組みでは、
子ども、若者、大人に対し、教
育と学習機会を創出するよう
指導しています。国連特別特
使、国連児童基金、国連教育
科学文化機関と連携し、企業
がビジネスケースを特定し、約
束した行動を責任ある態度で
実現するよう支援することが
目標です。

平和の推進を求めています。

より具体的には、個人的また他
者と共同して平和推進活動を
行い、毎年進捗を報告します。
不安定な社会の要因は地域事
情により異なるため、グローバ
ル・コンパクトで現在活動中の
17の地域ネットワークがカギと
なります。注力している分野は、
天然資源管理、元戦闘員や若
者を中心とした人的資源育成
のための訓練プログラム、起業
や雇用創出、宗教や文化を越
えた理解の育成等です。

とりわけ、法の支配には経済
的投資を育成する法的システ
ムがあります。これには、契約
の安全性の向上、腐敗レベル
の軽減、時宜に適った公平、
透明かつ予測可能な紛争解
決が求められます。ここでは
また、個人と組織の法的身分
と権限移譲と、非公式経済か
ら公式経済への移行を可能に
することが重要です。この個人
や組織が多くの企業のサプラ
イチェーンのベースなのです。

写真：左　Mark Henley/Panos Pictures　上段中央　Ami Vitale/Panos Pictures
上段右　UN Photo/Kibae Park　下段右　UN Photo/Martine Perret

貧困

グローバル・コンパクトと オッ
クスフォード貧窮者救済機関
は貧困の足跡ツールを開発し
ています。これは企業と市民
社会の組織が協力し、貧困生
活者への企業の建設的及び否
定的な影響を評価するもので
す。貧困軽減のために企業が
貢献するとの目標のもとで、こ
の評価ツールはビジネスモデ
ルの開発、組織を越えた学習、
企業の透明性の向上に向けて
作成されています。
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長期を
目指して

GUIDE TO CORPORATE SUSTAINABILITY

†† 国連グローバル・コンパクト、2013 年アクセンチュアCEO スタディー



取締役会

サプライヤーに対して、持続
可能性原則の順守を期待

サプライヤーの文書に期待
目標を導入

調達スタッフの訓練に期待
目標を導入

関連スタッフの訓練

サプライヤー候補者へ持続可能性
に関するデューデリジェンスを実施する

サプライヤーの目標設定と
レビューを支援する

プロバイダーに訓練を提供する

定期的なビジネスレビュー

サプライヤーの自己評価

企業のスタッフによる監査

第三者による監査

復旧活動の確認

サプライヤーの持続可能性
実績への報酬

実績向上のための
経営層の課題

サプライチェーンを通
した経営戦略の拡大

財務ソースの不足

ビジネス機能を越え
た経営戦略の実践

取締役会は持続可能性の議論にほとんど関与
しておらず、私達はこの前例を変えようと努力し
ています。取締役会は独自に企業の長期的目
標や戦略を設定でき、真に持続可能な日常業
務に必要な、長期的な投資や調整を行うこと
ができます。投資家が、財務面以外の 課題の
重要な影響を認識するにつれ、取締役会を持
続可能性に関与させることは単にビジネスセン
スとして良好なだけでなくリスク管理、成長機会、
ステークホルダーの関心と結びついた、取締役
会の受託者責任に一層なりつつあります。

グローバル・コンパクト のボードプログラム
を通して、取締役会が持続可能性をリードす
る上で最適な立場を確保できるよう支援し

ています。ボストンコンサルティンググルー
プ、DLAパイパー法律事務所、BSRと共同し、
PRMEと共に開発した本プログラムでは、取
締役会に以下の支援を提供しています。すな
わち、企業のビジネスケースと持続可能性の
調和、経営戦略やビジネスモデル革新に関す
る意思統一に向けた意欲についての合意形成、
持続可能性を取締役会の責任や構成に組み込
むための行動計画の策定です。

ボードプログラムは各社に適合するよう作成
され、専門家名簿により、組織内で配布されま
す。取締役会が資産価値創造を保護する観点
で、自社の持続可能性戦略推進を監督、支援す
るプログラムとしては初めてです。

グローバルコンパクトの経営モデル

グロ
ーバル

・コンパクトの原則を

経営
戦略や

日常業務に反映させ、

社会
的目標を

支援するため、行動し、
パー
トナーシ

ップを組むとの

リー
ダーシッ

プの

コミ
ットメントを

主流
にする

グローバ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
の

課題領域におい
て
、

リスク、機
会
、影
響
を
評
価
す
る
。進

捗
と
経
営
戦
略
に
つ
い
て
連
絡し

、

継
続
的
な
改
善
に
向
け
て

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
連
携す

る。

横断的に実践する。

企業及び企業のバリューチェーンの
中で

経営戦略やポリシーを

計
測
、監
視
す
る
。

目
標
に
向
け
た
影
響
や
進
捗を

ポリ
シー
を
定
義
す
る
。

目標
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営
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持続可能性のコミットを政務運
営、ロビー活動と結びつける。

有言実行は容易ではない

サプライチェーン リーダーシップのブループリント

取締役会が
なすべきこと

課題を通常の議題の
一部として扱い、議論、
行動する。

信頼できる小委員会
や個人を任命する。

取締役会のメンバーに
企業の持続可能性に関
する訓練を提供する。

持続可能性に関する
目標を策定、承認する。

企業の持続可能性に
関する報告を承認する。

持続可能性の実績と役
員報酬を連動させる。

持続可能性の課題に関する
ポリシー行動を提唱する。
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: 報告の改善

透明性が
信頼を築く

何故報告するのか?　

GUIDE TO CORPORATE SUSTAINABILITY



*COP ポリシーの導入は2004 年。

2004 年 * 2005 年

2006 年 2007年

2008 年 2009 年

2010 年 2011年

2012年 2013 年

UNITED NATIONS GLOBAL COMPACT



資料

入門的報告資料

コミュニケーション・
オン・プログレスの基
本ガイド

COP 基本テンプレー
ト（11言語で提供）

上級の報告資料

GRIガイドライン
を用いた COP の作成

外部評価への道筋

特定の課題に関する
報告資料

人権 COP 報告ガイ
ダンス

レポーティング・オン・
プログレス、女性の
エンパワーメント原則

気候への配慮と炭
素に関する開示プロ
ジェクトへの支援

企業の水会計

腐敗防止の第 10 原
則に関する報告ガイ
ダンス

企業責任の日常業務への統合を支援

知名度の向上

 グローバル・コンパクトへの積極的な参加を明示

ステークホルダーとの関係の拡大

CEOによるコミットメントの増進

組織内の情報共有促進

投資家への情報提供
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: 地域に根差した活動

世界的変化に向けた
地域の視点
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企業

合計

欧州
企業

非ビジネス系組織

参加国

ビジネス

中南米

非ビジネス系組織

アジア・オセアニア

2000年 2014年

ガイド中のデータについて

北米
MENA
アフリカ

中小企業
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企業 中小企業

スペイン
フランス
ブラジル
メキシコ
コロンビア
米国
ドイツ
デンマーク
英国
日本
中国
スウェーデン
韓国
アルゼンチン
トルコ
インド
ミャンマー
イタリア
イラク
オランダ

サポートサービス

建設及び原材料

一般労働者

ソフトウェア及びコンピュータ

金融サービス

食品製造者

メディア

小売り全般

電子部品

旅行及びレジャー

Two United Nations Plaza 
New York, NY 10017, USA 
globalcompact@un.org
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国連グローバル・コンパクトの
10原則

人権

労働

環境

腐敗防止


